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1 倫理の内部制度化の現在の動向
1. 1. ヴエントリー調査の分析
1970年以降，アメリカでは， ビジネス倫理への関心が急速に高まってきた。これは， ビジネ
ス倫理に関して多量の著作や論文が執筆されるだけでなく，多数の大学においてどジネス倫理
(学)コースが設置されるようになったことにあらわれている。そして同時に，このようなビジ
ネス倫理への関心の幅広い高まりに対応する形で，当然のことであるが，会社は倫理価値をそ
の日々の活動のなかに制度化していく方向で歩みだしているのであろうか? 言葉を換えれば，
倫理の自主規制は現実に企業のなかでどの程度為されているのであろうか? 企業はどの程度
モラル化されているのか? という疑問が広がってきた。
このような状況のもとで， Fortune 誌に選ばれた1984年度の代表的な(サーピス会社500社
を含む) 1000社を対象に，倫理価値が会社のなかにどの程度内在化されているかについてアン
ケート調査を実施したのがヴェ γ トリー・ビジネス倫理センターである。この調査の回収率は
約28% (279社が回答している〉であった。そしてその分析の結果，そのうちの(約 80%に相
当する) 223社が倫理を内在化するためになんらかの方策を採りはじめていること， しかも多
くの会社が社会的に責任をもっ企業となることをめざしていること，があきらかになったので
ある(表 1-1 および表 1-2 参照)。
女本稿は前稿「現代企業のモラル行動と政府規制J (11産業と経済』第 8 巻第 2 号〉を前提として執筆され
たものであり GE確に云えば 1 つの論文を便宜上 2 分割して発表したものであり，その意味で，前
稿を読まれたうえで本稿を読まれることを希望する。本稿の引用は前稿の文献を前提にしたそれである。
(1) この結果はつぎの形で公表されている。以下の説明はこの資料に拠る。 Center for Business at 
Bentley College,“Are Corporations Institutiona1izing Ethics" Journal of Business Ethics, 
1986, No. 2, pp. 85-92. 
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表 1-1
あなたの会社は倫理の内部
制度化につとめています
か。
o 0% 
、、v、、BV
(出典) Juurnal 01 Business Ethics, 1986. No 2. 
表 1-2 倫理の内部制度化の目的(会社数とその割合〉
回 答 |恥重要視して\ ~番目に霊視\ r 番目に重要視|上位 3番目以にあいる会社 している している会社 げていない会社
マネジメントの改善 35 
1
15.7 I 
34 
1
15.2 I 
26 57.4 
炉開のガイドライ| 62 
I 27.8 I 58 I 26.0 I 39 
1
17.5 I 
28.7 
ヨリ同業文仇立| 34 ¥15.2 I 30 29 
1
13.0 I 
58.3 
政府のガイドラインに従| 35 
1
15.7 1 
25 |山( 36 57.0 うため
ホ川カラ叫罪の( 6 6 11 89. 7 防止
パブリ γ ク・イメージの i 6 7 17 86.6 向上
社会的に責任ある企業に[ 76 39 
1
17.5 ¥ 
45 ¥ 20.2 ¥ 28.3 なるため
そ の 8 3 2 94.2 
(出典) Ibid. 
この調査の最大の特色は，会社が倫理を内在化するためにすすめるであろうと思われる領域，
すなわち，倫理上の関心が制度化されるメカニズム，の解明が企画され，その実態について資
料が収集されたことにある。そのような特殊な領域とは，
(1)倫理コード，
(2) 倫理委員会，
(3) 裁判委員会 judiciary board 
(4) 倫理調査官制度 ombudsman
(5) 倫理トレーニング，
(6) 社会監査，
(7) 会社構造の変革，
である(表 1-3 参照)。本稿では以下倫理の内部制度化の内容そしてそれが意味することを
検討することになるが，まずこのヴエントリー調査結果に拠って，その現状を確認することか
らはじめたい。
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表 1-3 倫理価値が会社内に制度化される方法
有 無 |回答総数
倫理コード 100 
倫理委員会 100 
裁判委員会 100 
オプズマン 100 
倫理トレーニ γ グ 100 
社 会 監 査 100 
構 造 変 卒 100 
そ の 他 100 
(出典) Ibid. 
〈倫理コード〉の現状
倫理の内部制度化をすすめている会社の93%が倫理コードを有している。そしてそのほとん
どの会社がその倫理コードをなんらかの印刷物を通して従業員に知らしめていた。だが多くの
会社はいわば配布しただけであり，それが上司のアドバイスという形で、徹底化されていた会社
は40%であり，入社時の面接において説明が為されていた会社は34%にすぎなかった。また倫
理コードを知らしめるためにワーグショップやゼミナールを組織Lた会社は21%で、あり，現場
においてそれを掲示している企業は11% しかなかった。このことから，倫理コードは確かに増
加しているが，多くの会社ではそれを従業員に充分に伝えているとはいいがたい状況が浮かび
あがってくる。
と同時に，倫理コードを有している会社の80%以上において，その適用の効果をあげるため
に，処罰手段として，解雇が利用されていること，更に多くの企業では，フォーマルな懲戒や
降格が実践されており，報告書に違反の有無が記入される会社が11%あり，少数の会社が違反
者に罰金を課していること，があきらかになった。フォーマルな処罰を全くおこなっていない
会社は10社にすぎなかったのである。
〈倫理トレーニング〉の現状
倫理の内部制度化に関心をもっ企業において，それを現実に具体化させる方法として，倫理コ
ードに次いで好まれているものは，表 1-3 からみるかぎり，倫理トレーニングである。この倫
理トレーニングの実施目的は，主として，(1)従業員にピジネスにおける倫理について充分知ら
しめること， (2)従業員が関わることになるかもしれない倫理問題に注意を喚起すること，であ
るが，これについても興味深い事実が収集されている(表 1-4 参照)。たとえば， 44%の会社が
倫理トレーニングを実践していること，がそれである。この数字は一一ーそのような会社の53%
がその 1 つの方法としてワークショップあるいはゼミナールを用いていることとあわせて一一
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調査員たちを喜ばせている。
表 1-4 倫理トレーニングの方法
|利用している会社|利用していない会社|回 答 総 数
ワークショップないしセミナー I 52 I 臼 5 I 47 I 47.5 I 99 I 100 
内部のコース 100 
会社外の人聞が教えるコース 100 
会社外のコース 100 
インタビュー 24.2 100 
オリエンテーション・セッション| 100 
そ の 他 100 
(出典) Ibid. 
〈社会監査〉の現状
社会監査を実施していた会社は44%であった。この数字をどう評価すべきかについては，多
分，意見が分かれることであろう。この点，たとえば r社会監査はアカデミック的にも実践
(2) 
的にも関心が低下しつつある分野としてみなされている」と理解していたR.Buchholz は率
直に驚きの声をあげている。だが問題はその内容であろう。
社会監査によって収集されたで、あろうと想像される事実の内容は表 1-5 によって知ること
表 1-5 社会監査の対象となっている社会業績
有 無 |回答総数
コミュニティへの関与 32. 7 100 
平等な雇用機会 87 88.8 I 100 
規制への服従 100 
職場の安全性 34 
環 境 保 護 54 44 100 
製品の品質 57.1 I 100 
製品の安全性 56.1 100 
国際経営のあり方 50 48 100 
そ の {也 100 
(出典) Ibid. 
ができる。ただ，その情報は内部メモを通して会社内のトップマネジメントのレベルで、回覧さ
れていたにすぎなかったので、あり，従業員にその内容が開示されていた企業は29%弱にすぎず，
それが大衆にまでおこなわれていた企業は22%に満たなかったことがあきらかにされている
( 2) R.Buchholz, Fundamental Conceρts and Problems in Business Ethzcs, p.132. 
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(表 1-6 参照)。もっとも， これは，社会監査の当初の目的を考えると(表 1-7 参照)，ある
程度予想で、きた事柄なのかもしれない。 したがって， 「社会監査は，健康・安全や汚染などの
表 1-6 誰に監査情報を公開するのか
|対象とする|対象としない l 回 空ト交4 総 数 l
全 従 業 員 100 
株 主 100 
重 役 66 
トップマネジメント 100 
マネジャー 50 I 100 
時間払労働者 100 
大 衆 100 
そ の 他 18.4 100 
(出典) Ibid. 
表 1-7 社会監査をおこなう理由
|最も重要祖して |2番目に重要揖 3 番目に重要視 上位 3 番目以内
会に社あげていないいる会社 |している会社 している会社
P R 12 I 12.2 1 
会社の方針の作成 24 I 24.5 ¥ 22 I 22.4 I 16 I 16.3 1 
意思決定の情報収集 25 I 25.5 1 20 I 20.4 I 14 I 14.3 I 
責任 14 1 14.3 1 15 I 15.3 I 
企業活動の社会へのインパク
トをマネジメントにつたえる 10 10.2 17 17.3 11 60 61. 2 
ため
コストをマネー…|
えるため
企業活動の社会へのィ… i
トを大衆につたえるため
その他
(出典〕 Ibid. 
社会的領域に関連する州および国の規則に会社がどれほど従っているかを見きわめる (deter-
(3) 
mine) ためのマネジメントの道具として使われている」との解釈が， 当然のこととして， で
てくると思われる。 これは， それがあくまでも企業自身のためのそして企業内部を対象とした
監査であることを示している。
〈倫理委員会，調査官，裁判委員会〉の現状
(3) Ibid. 
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表 1-3 からわかるように，倫理委員会が設置されている会社は18%であり，倫理調査官や
この事実によって，倫
理コードが必ずしも適切にそして首尾一貫して遵守されていないことを推察することができる。
それぞれ 8%と 3%にすぎない。我々は，裁判委員会に関して言えば，
そしてまた倫表 1-8 は，倫理委員会の機能が主として会社の倫理政策の作成であること，
倫理委員会の機能
|是 認|否 五十
会社内の倫理活動の監視 100 
倫理コードの再検討 100 
倫理コード違反の処理 100 
従業員の不満への対応 100 
会社の倫理方針への疑問に対す
る回答 100 
会社の倫理方針の発展 100 
その他 100 
表 1-8
Ibid. (出典〉
理コードの違反の処理や従業員の不満への対応をその主要な機能としている会社が40%ないし
このことは，倫理委員会がまさしく当該企業だけのを示している。は22.5%にすぎないこと，
ための存在であり決してオープンなものではないことを，あらためて物語っている。
またこの倫理委員会の構成も我々に興味深い事実を示してくれている。すなわち，経営者層
がその委員会のメンパーとなっている会社が約60%に及んでいるのだ。これに対して，管理者
以外の従業員がメンパーとなっている会社は 8%であり一ーそのなかで時間払労働者がメンバ
ーとなっている会社は 3%である一，外部の人間をメンバーとして受け入れている会社は 8
また88%の会社で、はメンバーが指名されており，投票によってメンパーが決定さ%であった。
この事実は(先述の)倫理委員会の機能の性格と見事にれていた会社は 8%にすぎなかった。
-状・現・の・〉・草.変・の0・造
る・構い・のて・社し・会致・〈
倫理の内部制度化が企業の組織構造の変革を必要とするであろうということは充分に予想さ
れることであり，事実多くの人々がその必要性を認識している。 そのような方向へとしカミし，
これは調現実に歩みだしている会社が20%にすぎないことが調査によってあきらかにされた。
その20%の会社の詳細な実態を示している。査員たちを失望させる数字で、あった。表 1-9 は，
この表から，取締役会の役割あるいはそのメンパーの構成に変化が生じた企業が最も多いこと
この表は，意思決定に労働者を参加させることに踏み切った会社が24%で、がわかる。同時に，
( 4) Center for Business at Bentley College，。ρ. cit. , p.39. 
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表 1-9 構造変革の可能性
有 盤 日十
取締役会の役割の変化 100 
取締役会のメンパーの変化 100 
外部重役の誕生 100 
倫理担当重役の誕生 100 
意思決定への労働者参加 100 
従業員の権利の目録作成 100 
その他 100 
(出典) Ibid. 
あり，従業員の権利を公式に認めるようになった会社が約7%であったことを示している。
1.2 調査結果はなにを物語っているのか
ヴエントリー調査はどのように読まれるべきなのであろうか?そのことを検討するまえに，
ヴエントリーセンターの解釈に従って，実態の内容を再度確認しておこう。
センターが驚きそして喜んだ「事実」はつぎの 4 点であった。
(1) 調査に回答を寄せた大会社279社(回収率28%) の80%が倫理の内部制度化に向けて具体
的な行動をとっていたこと，
(2) そのような会社の93%が倫理コードを作成していたこと，
(3) 同じく 44%が倫理トレーニングを実施し70%近くがその必要性を認めていたこと，
(4) そして44%の会社が社会監査をおこなっていたこと(なお，その監査の対象エリアとして，
機会の平等，安全・コミュニティとのかかわり，環境保護，が重要視されていたことも，高
く評価されている)。
また逆にセンターを失望させた「事実」としてつぎのことが挙げられている。
(1) 倫理委員会が設置されている会社が279社の18%にすぎなかったこと(同じように，倫理
調査官がいた会社は 8%であり，裁判委員会は 1%の会社にみられたにすぎなかった) , 
(2) 倫理委員会が設置されていた会社において，倫理違反が取り挙げられ処理されていた会社
が40%であり，従業員の不平を処理していた会社は23%にすぎなかったこと，
(3) 倫理委員会にマネジャー以外の時間払労働者が参加していた企業はほとんどなく，会社外
部の人聞が委員を構成している会社は少数であったこと，
(4) 倫理トレーニングを実施している会社のなかで，時間払労働者を対象としている会社はそ
の35%にすぎなかったこと，
(5) 社会監査を実施している会社のなかでそれを大衆や株主に開示している会社が20%強であ
っ Tここと，
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(6) 80%近くの会社が倫理の内部制度化のために組織構造の変革をおこなっていなかったこと。
またそのような変革をおこなった会社のなかで，意思決定に労働者を参加させていた会社は
24%にすぎず，従業員の権利目録を作成していた会社は 7%にすぎなかったこと。
ヴエントリーセンターは，以上の「事実」にもとづいて，つぎのような総括をおこなってい
る。すなわち，アメリカの会社がし、ままでよりもヨリ倫理に関心を示しその内部制度化に積極
的に取り組んでいる，と確信している，と。そして同センターは，会社が倫理の内部制度化の
ためにそのメカニズムや戦略の強化に将来努力する，と信じる， と展望している。ただし同時
に，現在倫理の内部制度化を実践している会社の74%がそれ以上の努力をするつもりがないと
言明していることに触れて， (センターを含めた〉関係者たちが会社に(特に先述の改善すべ
き 6 点を中心に〉ョリ一層の倫理の内部制度化に向けて進んでいくように求め (press) 続け
ることが必要で、あること，それによって倫理が真にコーポレート・ライフのなかに組み入れら
れることになること，が強調されている。
このような総括は一ーたしかに，そこでは興味深い「事実」が要領良くまとめられ，その意
味では貴重な資料となっているが一一ある意味では，極めて平凡な常識的なものであり，それ
自体一一方法論的にも一ーとりたてて注目に値するものではないように思われる。ただし唯
一つ，ヴントリーセンターの調査報告のもとになった「事実j ，はここで検討しておくことが
必要であろう。それは〔回収率の低さ (28%) に起因する J r事実」の信頼性への疑問である。
具体的に指摘すると，未回答の会社は倫理の内部制度化に着手していないがゆえに回答しなか
ったと判断するならば，倫理の内部制度化を実施している会社は 80% (223+ 279) ではなく，
22% (223+ 1000) にすぎないことになる，という「事実j，が問題になってくると思われる。
これについてはヴエントリーセンターも認識しており， r我々は28%の回答しか得ていない
ために，我々の調査は根拠に欠け疑わしいものである，との議論がでてくるかもしれない。j，
と述べている。しかしながら，センターの解釈では，たしかに倫理の内部制度化を実践してい
ないがために回答できなかった会社もあるであろうが，回答してきた会社の56社がそのような
制度化に着手していないことを考慮すると，回答しなかった会社の多くは，別の理由で回答し
てこなかった， と考えられるのだ。
そのような理由とはなにか? センターが重視していることは (67問あり，回答にほぼ 1 時
間を要する〉質問量の多さである。そのことを考慮に入れると，センターの解釈によれば， (回
答企業の70%において，副社長クラス以上の人物が回答していた) 28% という回収率は「高い」
数字なのであり，現実に多くの人々から驚きの声が寄せられたほどなのである。
以上のことは，いかなる理由があろうとも，ヴエントリー調査に一定の限界があることを示
(5 ) この調査結果は我が国でもつぎの文献のなかで紹介されているが，その「事実」には触れられてい
ない。~企業倫理の制度化に向けて。 I第 I 回マネージングビジネスエシックス国際比較調査」報告
書』日本生産性本部， 1991年。
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している。だがあらためていわれるまでもなく， (ヴエントリー調査のような〉実態調査には
なんらかの限界はっきものなのである。我々は，そのことをいわば一一意識的か無意識的かは
別として一一『念頭に置いて， (それらの資料に限らず)調査資料というものを自己の研究の
「前提」資料として利用しているのだ。 したがって，ここに，そのような資料を前提に(利用〉
して，その後の研究(分析〉をどのように発展させていくか，がむしろ問題となってくるので
あり，そのことがヨリ重要なのである。
倫理の内部制度化の実態を把握しその意味を考えるためには，それを実施している企業を調
査し多くの事例を収集することはたしかに必要なことであり不可欠な作業でもある。だが，重
要なことは，すでに述べたように，収集資料の数の「大きさ」を誇ることではないのであり，
あるいはまたその事例を(ヴエントリー調査のように) r表面的に」総括し展望することで分析
を終えてはならないのだ。したがって，ここに，その資料をベースとして別の角度から分析を
続けていくことがあらためて必要になってくるのであり，それが本来の意味での研究だったは
ずである。たとえば，本稿との関連で云えば，ある企業がなぜ、倫理の内部制度化を実践できた
のか(あるいはできなかったのか)，とし、う問題意識にたち，それを可能にした条件はなになの
か? またそれを妨げている条件はなになのか? を分析しそれを一般化する途を探ること
がヨリ重要になってくると思われる。ただしこれは資料の制約もあり非常に困難な課題であ
る。 したがって，本稿でもそのことを充分に意識したつもりではあるが，現実には，ここでは，
その第一歩としての「つつましし、J 試みとならざるをえなかった。
前稿(Ir産業と経済』第 8 巻第 2 号〉の最後において，内部制度化は原理的にははっのメカ
ニズムを内包した) 1 つのシステムとして機能する可能性をもっていることを示した。そして
この解釈に従うならば，組織上の変革はそれが機能してはじめて日程にのぼってくることにな
るのだ(図 1-1 参照)。以下の行論では，このような認識枠組に沿って，ヴエントリー調査を
図 1-2
委員会
監査
トレーニング
組織変革
1 つの基礎資料として参考にしたうえで，上述の課題を，そのような内部制度化システムの具
体化をめぐってなにが議論され実行に移されているのかとし、う課題へと翻訳しヨリ具体的に
は，その課題を倫理コードの有効性の問題としてとらえ直して，企業はモラル的になりうるの
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か，という本稿の本来の課題を検討していくことになる。
2 倫理コードは企業(経営者〉の倫理方針声明書として終わってしまうのか
2.1 倫理コードへの期待
倫理コードは，すでに述べたように，基本的には，各企業の倫理方針戸明書 (ethi回1 po・
licy statement) としてみなされるものである。だがこれは本当に単なる所信声明としておわ
らざるをえないものなのであろうか，それともそれ以上のものとなりそれによって企業はモラ
ル的になりうるのであろうか。そしてもしそれが可能であるならば，いかなる条件のもとでそ
れは可能となるのであろうか。これが倫理コードをめぐる最大の問題であり倫理コードの有効
性の問題でもある。以下，アメリカ企業の実践の検討を通して，この問題に迫ってみたい。
この作業はつぎのようにすすめられる。まず倫理コードの必然性(コードになにが期待され
ているのか〉あるいはその性格に触れ，その後，それがどのように具体化されているかをみる
ために，コードの具体的内容を確認しそれが期待通りの存在になっているかどうかを調べる
ことにする。その結果もしコードが当初の期待通りに機能していないことがあきらかになった
ならば，その「正常な」機能化のための条件を検討することになろう。
倫理コードに期待されることは，あらためていうまでもなく，その制定・遵守を通して企業
のモラル・ステイタスが向上していくことである。そして事実モラル改革運動の展開とともに，
そのような期待が単にビジネス制度の外側から高まってきただけで、なく，その内側からもその
制定をもとめる声が大きくなり，倫理コードは次第に個々の企業において制定されることにな
ったので、あった一一四ヴエントリー調査が，すで、にみたように，その現状の一端をあきらかにし
ている一一、
アメリカ企業が倫理コードを制定するようになった具体的な契機とはなになのか? そのよ
うな事情が，ある調査によって，あきらかにされている。それによれば，
(1)経済発達委員会 (CED) のコミットメント，
(2) 大衆の信頼を獲ち取り，それを維持していくため，
(3) 経営のプロとしての自覚，
(4) 従業員の誤った行動を妨ぐため，
(5) 法律に従って行動するため，
(6) 企業構造の変化への対応，
( 6) R. Hite et a l., A Content Analysis of Ethical Policy Statement Regarding Market Ac-
tivities, Journal 01 Business Ethics, 1988, No. 10, pp. 771・776.
( 7) R.Sims,“The Institutionalization of Organizational Ethicsヘ p.494. また， E. Molander 
が， ピシネスシステムの内外からの倫理コードをもとめる議論を整理している。これについては， E. 
Molander,“A Paradigm for Design, Promulation and Enforcement of Ethical Codes, 
Journal 01 Business Ethics, 1987, No. 8 , pp. 620・624 参照。
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が企業を倫理コードの制定へと導いた原因で、あった。企業に倫理コードを制定することを現実
に意思決定させたのは「外圧」のような「表面的な」事情だけではなかったのであり，上述の
事情からも推察できるように，倫理コードの存在が企業にとって非常に魅力的なものに映った
ことも大きな要因だったのである。
倫理コードの(企業にとっての〉長所(利点)は，たとえば，あらためて整理みと，つぎ
のようにまとめられる。
(1) 善いことと悪いことについてかなり安定した永久的なガイドを与えること，
(2) 倫理的にあやふやな状況のもとで，指針となること，
(3) 従業員の行動に方向を与えるだけでなく，使用者の専制的なパワーを統制できること，
(4) 企業の社会的責任そのものを明確に示せること，
(5) 倫理コードの発展はあきらかに企業自身の利益につながること，
がそれである。倫理コードは企業にとっても色々な意味で有利で、あるとの認識が広がり，その
ために，倫理コードは現実に企業において制定されたのである。
ここに，我々は，つぎのことを確認することができた。すなわち，倫理コードは，表面的に
は， r外圧J (吟企業のモラル化をもとめる社会の期待)とそれを受け入れようとする企業側
の「積極的な」姿勢によって制定されたのではあるが，その姿勢は企業独自の利益をもとめる
動きも複雑に重なりあって生じた結果で、ある， と。そして我々の関心は，実は，まさにここか
らはじまるのである。倫理コードの普及とともに，倫理コードに寄せられた当初の期待も，当
然のこととして，具体化してくるはずで、あるが，現実はどうなのか? と。この点に関しては，
我々の視点はすでに明示されている。すなわち，そのような期待は，内部制度化が 1 つのシス
テムとして再生産されることによって，可能性から現実性へと転化する，というのが本稿の基
本的な立場であった。以下この立場に沿って，その可能性を検討していくことになる。
ただしその検討のためにはアメリカの諸企業において制定されている倫理コードのなかに
どのようなことが織り込まれているのかについて一定の具体的な知識をもっていることが必要
であろう。そしてこれはまた同時に，企業は社会の期待の高まりのなかで倫理コードになにを
織り込んだのか?という問題でもある。我々は，その具体的内容を検討することによって，社
会の期待に対する企業の態度を判断することができるのである。
2.2 倫理コードの有効性の検証一一マシューズの調査研究を利用して一一
会社の倫理コードは，たしかに，一面では，倫理理論を日々の意思決定に役立つガイドライ
ンへと翻訳したものである。だがそれは元々その性格上個別的なものであり，その意味で，す
べての企業に適用されるユニバーサルなコードは存在しえないのである。したがって，倫理コ
( 8 ) N .Bowie, Business Ethics, pp. 91-93. 
(9) P. Dean，“お1aking Codes of Ethics ‘Real ," Journal 01 Business Ethics, 1992, No. 3 , pp. 
285・286.
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ードの具体的な内容を知るためには 1 つの方法として，個々の事例を検討して多数のケース
スタディを積み重ねることが要求されることになると思われる。この点，今日では幸いにも，
アメリカ企業の倫理コードの実態についてすでにいくつかの調査結果が公表されている。そこ
で本稿でもそのような既存の成果を活用して，具体的には M. Mathews の研究に注目し
その成果を利用することによって，アメリカ企業の倫理コードの具体的内容を確認してみたい。
倫理コードの内容を分析した注目すべき研究として D. Cressey & C. Moore のそれ
(1983年)がある。彼らは，主としてビジネス円卓会議によって1970年代に収集された資料を
利用して， ビジネス倫理に関する会社のガイドラインの調査をおこなった。対象となった倫理
コードは119社一ーその半数以上が Fortune に選ばれたアメリカを代表するトップ企業であ
るー一一のそれであり，いずれも会社の倫理コードについての議論が最高潮に達していた時期
(吟1970年代中頃の倫理コード運動の時代)に制定されたものであった。
Cressey & Moore によって， 119社の倫理コードの内容が， (1)倫理コードにどのような倫
理方針が示されているのか policy area, (2)よりどころはどこにあるのか autholity， (3) し、か
にして従っているのか compliance procedures，という 3 つの領域に分類され整理された。
そして，その分析枠組を基本的に継承し更に詳細にアメリカ企業の倫理コードを調査し詳価し
たのが M. Mathews である (1987年)。
Mathews は企業の社会的責任に対する関心が高まった1973年から 1980年にかけて主として
Fortune 500社に選ばれたアメリカの製造企業485社に倫理コードの送付を (3 度にわたって〉
依頼し最終的には346社 (71%) から資料の提供をうけた。 90数社がコードを有していない
ことが判明し 31社がコピーの送付を拒否したために， 212の成文倫理コードが収集された。
ただし倫理コードとして送付されてきたもののなかの10資料は年次報告書あるいは新入社員
心得であり，倫理コードとして認められなかった。したがって，分析の対象となったのは 202
の倫理コードである。
収集された 202 倫理コードはまず次のように10の主要領域ごとにそして更に63の詳細なカテ
ゴリーに沿って分類された。
(1) 会社を代表する行為(政府との関係，競争相手との関係，消費者との関係，環境への関心，
製品の質と安全性，など)，
(2)企業に不利益をもたらす行為(利害の対立，インサイダー取引情報，その他のホワイトカ
ラーの犯罪) , 
(3) 帳簿や記録の改鼠，
(4) コードの根拠がその性質上法的なものかそれとも倫理的なものか，
(5) 言及されている特殊法(反トラスト法，環境法，など)，
(6) 言及されている連邦機関(連邦取引委員会，証券取引委員会，など) , 
(10) D. Gess~y & C. Moore,“Managerial Values and Corporate Code of Ethicsヘ参照。
(11) Mathews,“Codes of Ethics: Organizational Behavior and Misbehavior"，を参照。
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標本数 202
( )の数は割合
コードの内容表 2-1
類
60(29.7) 47(23.2) 
関係 45(22.3) 50(24.8) 
37(18.3) 24(11.9) 
40(19.8) 29(14.4) 
46(22.8) 44(21.8) 
46(22.8) 23(114) 
関係 35(17.3) 13(6.4) 
40(19.8) 4(1. 9) 
14(6.9) 8(3.9) 
13 6.4) 3(1. 5) 
27(13.4) 10(5.0) 
の支払いや政治寄 23(11.4) 44(21. 8) 
行為
18(8.9) 23(11. 4) 
と 44(21. 8) 27(13.4) 
26(12.9) 31(15.3) 
9(4.5) 2(1) 
行為 19(94) 2(1) 
19(94) 36(17.8) 
71(35.1) 64(31. 69) 
96(47.5) 53(26.2) 
れている〉法律
17(8.4) 11(5.4) 
18(8.9) 8(4.0) 
1(0.5) 。
1(0.5) 。
法律 2(1. 0) 。
する法律 3(1. 5) 3(1. 5) 
16(6.4) 9(4.5) 
12(5.8) 2(1. 0) 
10(4.9) 2(1. 0) 
Lている〉連邦機関
2(1. 0) 。
1(0.5) 。
1(8.4) 3(2.9) 
2(1.0) 。
。 。
3(1. 5) 2(1. 0) 
..",.... ...、
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てれ支』調る強い及一言細詳てれさ及る号一口いてれさい及なき円円い
。。1(0.5) 201(99.5) 
分
36. 全国高速運輸安全委員会
容内
宮坂純一
37. その他
服従・遵守手続
内的なもの監視
38. 監督者の監視
39. 内部監視者委員会
40. 内部監査
41.宣誓書
42. 日常的な予算査察
43. 法律部門の査察
44. その他
内的なもの 個人的な高潔さ
(政策について質問したり自分あるいは他
人の誤った行為について報告を求めること〉
45. 監督者
46. 内部監督者委員会
47. 会社の法律顧問
48. (会社内の〉他のもの
49. 服従宣誓書
50. 従業員の高潔さ
51.長老管理者の役割モデル
外的なもの
52. 独立の監査員
53. 法律による強制
54. その他の外部手続き
55. 服従・履行手続に言及しているコード
不正な行動に対するベナルテイ
内的なもの
56. 懲戒
57. 罰金
58. 降格
59. 解雇
60. その他
外的なもの
61.訴訟
62. その他
63. 会社の名声を維持する必要性
196(97.0) 
119(58.9) 
165(81. 7) 
156(77.1) 
190(94.0) 
197(97.5) 
129(63.9) 
150(74.2) 
133(65.9) 
177(87.6) 
81(40.0) 
95(47.0) 
112(55.5) 
102(50.5) 
193(95.5) 
167(82.7) 
200(92.0) 
201(99.5) 
41(20.3) 
190(94.0) 
202(100) 
188(93.0) 
126(62.3) 
150(74.2) 
149(73.8) 
199(98.5) 
109(53.9) 
4(2.0) 
69(34.2) 
24(11.9) 
2904.4) 
7(3.5) 
3(1. 5) 
54(26.8) 
46(22.8) 
57(28.2) 
16(8.0) 
55(27.2) 
84(41. 6) 
49(24.2) 
61(30.2) 
8(0.4) 
3105.3) 
1(0.5) 
1(0.5) 
95(47.0) 
12(6.0) 
0 
14(7.0) 
72(35.6) 
51(25.2) 
、
Bノ
???
.、，ノ
?噌i
・
n4
〆t、
1Art
、
AU
〆t
、
44τ
?????
2(1. 0) 
11(5.4) 
10(5.0) 
14(2.0) 
4(2. の
2(1. 0) 
15(7.4) 
6(3.0) 
10(5.0) 
6(3.0) 
42(20.8) 
18(9.0) 
2000.0) 
25(23.4) 
1(0.5) 
2(1. 0) 
1(0.5) 
0 
51(25.5) 
0 
0 
0 
3(1. 5) 
1(0.5) 
13(6.4) 
。
24(11.9) 
。
3(1. 5) 
3(1. 5) 
3(1. 5) 
1(1. 5) 
。
4(2.0) 
。
2(1. 0) 
3(1. 5) 
2(11.9) 
5(2.5) 
2100.4) 
14 (6.9) 
。
2(1. 0) 
0 
0 
15(7.4) 
0 
0 
0 
1(0.5) 
。
10(4.9) 
。
15(7.4) 
(7) 内部そして外部の服従・遵守手続，
(8) 遵守・服従手続に言及しているコード，
(9) 違反行為に対するベナノレテイ(解雇，訴訟，など)
ω 会社の名声の維持に触れているコード，
がそのような基本的な分類である。
収集された倫理コードは63のカテゴリーに沿って分類されたあと，それぞれのカテゴリーご
とに，つぎのような 4 つのレベルで、内容分析がおこなわれた。(1)言及されていない(企業は当
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該トピックをコードのなかで取り挙げていない)， (2)言及されている(当該主題が 1 つあるいは
2 つの短いセンテンスで取り挙げられている)， (3)詳細に取り挙げられている (2 つ以上の短い
センテンスあるいは 1 つの長いノミラグラフないし 2 つの短いパラグラフのなかで論じられてい
る)， (4)特に強調して論じられている(当該主題が 2 つ以上のフルパラグラフのなかで論じられ
ている)。表 2-1 はそのような内容分析の結果である。我々は，これによって，アメリカ企業
の倫理コードになにが織り込まれているのか，その具体的内容，そしてアメリカ企業のギム
感覚，を知ることができる。
Mathews に従って，表 2-1 の重要な数字を解読してみよう。まず消費者や大衆に関連し
て企業に期待される行動(たとえば，製品の安全や品質，環境問題，消費者との関係，市民や
コミュニティとの関係〉が，会社を代表する他の行為(たとえば，わいろ〉や企業に不利益を
与える行為を比べると，コードのなかで余り取り挙げられていないこともわかる。会社に不利
益をもたらす行為のなかでは， r利害の対立」と「帳簿や記録を改鼠しないこと」が最も多く
(13) 
コードのなかに織り込まれている。
違反行為に対するペナルティが明示されていたコードは余り多くなかった。最も多く言及さ
れていたペナノレティは解雇であるが，それは38%にとどまり，法的訴訟が取り挙げられていた
コードは全体の26%にすぎなかった。
会社の名声を維持する必要性が明示されていたコードは半数に満たなかった。しかもそのこ
とに触れているコードの大多数はそれに 1 ないし 2 の短いセンテンスを割し、ていたにすぎず，
評判が「強調J されていたコードは 7%であった。このことは，(1)会社にとっても経営者にと
っても評判は重要なことであるために，大多数のコードが会社の評判に関心を示しているので
はないか， (2)会社が名声を失い犯罪キャリアとして知られるようになると，経営者や従業員の
感信が低下するだけでなく潜在的な利害関係も失うことになる，と考えられていたために，予
想外のことであった。
(Cressey & Moore の研究の継承性を意識し自己の研究を倫理コードの有効性の本格的な
研究に向けての第 2 の論理的な歩みとして位置づけている) Mathews にとっては，倫理コー
ドの内容の単なる分析ではなく， コードの有効性の検討こそが重要な課題であった。彼は，そ
のような課題を，具体的には，倫理コードを制定している会社とそうではない会社を比較する
ことによって，倫理コードの会社の違反行為(i11egality) に対するインパクトをあきらかに
するという形で，解決しようとした。
Mathews が485社の違反行為を調べるために利用 Lた資料は，食品薬品機関，環境保護機
関，消費財安全委員会，全国高速運輸安全委員会が発行している年報である。 8 カ年に 485 社
(12) コードの国別特殊性の研究もおこなわれるようになった。たとえば， Lefe bure & Sigh,“The 
C叩tent and Focus of Canadian Corporate Codes of Ethicsヘ参照。
(13) これは， 1970年代の中頃に外国へのわいろが多発し，外国汚職法が通過したことへの対応である。
(14) Mathews , 0ρ. cit. , p.114. 
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が消費者および大衆に対しておこなった犯罪703件が取り挙げられた。具体的には，回帰モデ
ルないしはロジットモデルが利用され，倫理コードの有無や産業の種類そして規模が違反行為
にどのように影響を与えているのか，あるいは違反行為がコードの制定に対してどのような影
響を与えているのか，が分析され，コードと違反行為の関係があきらかにされていった。
Mathews が自己の研究から導きだした結論は意外なものであった。彼によれば，倫理コー
ドと会社の違反行為数との聞には統計的に有意義と認められる相関は存在しなかったのである。
むしろ産業のタイプと企業規模が違反行為と大きく関係していることがあきらかになったのだ。
倫理「コードは自主規制を証明するものではなく，それは違反行為の減少をもたらさな(;も
一一これが Mathews の結論である。
我々は Mathews の研究によって，
(1) アメリカ企業が(コードのなかで)倫理的な関心を現実に示している事柄は，主として，
その企業が直接的に不利益をこうむること(特に，利害の対立〉であり，企業を代表する行
為のなかのわいろのような特殊な違法行為であること，
(2) 製品の安全や品質，環境問題，そして消費者や大衆に直接に関連する事柄には，倫理的な
関心が充分高まっていないこと，
を知りえた。このことはモラル・エージェントとしての企業のモラルステイタスが未だ低いこ
とを示している。
更に我々は， Mathews の研究にもとづくならば，倫理コードが少なくとも 1980 年代後半
までは自主規制の有効な形態ではなかったこと，企業は倫理コードによってモラル的になりえ
ていなかったこと，を認めなければならないであろう一一→これはヴエントリー調査からは読み
とれなかった「事実」である←ー。
これらの「事実」は倫理コードの意義をすべて否定してしまうことになるのであろうか。そ
のような結論をだすことは危険であるしまた余り意味がないのであろう。なぜならば，そのた
めには，まず， Mathews の研究がアメリカ企業の実態を正確に反映Lているか否かをみきわ
めることが必要になってくるからである。しかしそれは不可能なことであるし本稿の関心
もそこにはない。その意味で，上述のような結論をだすことが時機早尚でありまた建設的な方
法ではない，と思われる。だがそうであると考えるならば，言葉を換えれば，倫理コードは企
業行動をヨリ倫理的なものへと変えていくための 1 つの有効な手段であるということをあくま
でも前提としていくならば，我々は，その可能性が本当に現実性へと転化しうる途は存在して
いるのであろうか?を考えなければならないのではないか。
2.3 倫理コードの有効性の条件をもとめて
(15) Ibid. , p.126. 
(16) たとえば， Frederick et al., Busines and Society , pp. 69・70 参照。
(17) 1 コードは，自主規制の潜在的形態である。……行動パターンを変えるには，企業文化を変えるこ
とが必要であり，コードはその方向への一歩である J (Mathews, 0ρ. cit. , p.127.)。
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倫理コードは，一般的に，会社そしてそのなかの人聞が倫理的に行動することを助けるとい
う点で，有益である，と考えられてきたが， Mathews 研究に代表される調査研究は，倫理コ
ードが必ずしも期待通りに機能していないことをあきらかにした。もちろん，倫理コードだけ
でそのようなモラル行動が確立するとの楽観的な見通しがあったわけで、はなかったが，実態は
倫理コードの限界を予想以上に暴露Lたのである。
倫理コードには，すでにあきらかにしたように，一定の長所(期待)があるが， '同時に当初
からそれらが懐疑的にみられてきたことも事実である。それは(倫理コードが制定されれば，
そこに触れられていないものはすべてモラル的に許される行為である，と経営者が感じてしま
う，という〉コードのネガティブな影響を指摘する単純な否定論だけではな代たとえば，倫
理コードは window dressing にすぎない， という批判はそのような(限界を指摘する〉代
表的なものであり，事実，多数のコードがそのような存在である，との現状認識:おこなわれ
ている。
しかしながら同時に，倫理コードは必ずしも単なる PR の新しい道具としての存在を運命づ
けられているわけではない，との理解も広がってきている。だがこの立場にたっても，倫理コ
ードが企業内に倫理行動を確立するための有効な手段となるためには，いくつかの前提条件が
満たされていなければならないのである。そのような条件として，少なくとも， (1)明確にその
内容が示されていること， (2)倫理問題を処理するフォーマルな機関が存在すること， (3)適切に
遵守されること，が必要であろう。そしてそれらの条件のなかで最も重要なことは(3)であり，
事実，従来から指摘されてきた批判の多くは，倫理コードは適切に道守されえない，という点
に集中してきたので、あった。 N.Bowie がいみじくも述べているよう信:適切に遵守されえ
ないコードはもはやコードではないのであり，その意味でも，この批判は倫理コードの存在=争
本質そのものに関わるものなのである。
アメリカ企業はこのような批判にいくつかの実践によって答えてきた。たとえば T. Pu-
(23) 
rcell の「天使の仲介者J (a angels' advocate) 提案もそうである。これは取締役会のメン
ノミーとして倫理の専門家を選出することを制度化 Lょうとするものである。ピジネス倫理に関
する事柄についてのアドパイサーとして，会社のすべての主要な意思決定が倫理的な観点から
もおこなわれているかを確認すること一一一これが倫理担当部門 (the ethical office) の義務
である。この取締役は Purcell の構想では，倫理学専門の哲学者でなくともよいが， ピジ
(18) E. Molander, 0ρ. cit. , pp. 629・631参照。
(19) N. Bowie，。ρ. cit. , p. 102. コードの内容を分析した White & Montgomery の研究結果もこ
のことを示している。 (White & Montgomery,“Corporate Codes of Conduct" , p. 86.) 
(20) これについてに， Bowie, op. cit. , pp. 102・103参照。
(21) Bowie & Duska, Business Ethics, p. 101 
(22) Ibid. , p.99. 
(23) T. Purcell,“Electing an Angels' Advocate to the Boardヘ Management Review, (65) , 
1976,May. 
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ネス倫理学の文献を読みこなす能力を有していることが要求されていた。
Purcell の構想はいくつかの会社によって採用された。そのなかで最も有名な「天使の仲介
者」は(フィラデルフィアのシオン・パフテスト教会の主任司察出身で〉黒人として GM の最
初の取締役ともなったL. Sullivan である。彼は公益代表取締役としての自己の立場をつぎの
ように表明している。公益代表取締役とは「株主の利害とは異なる利害を少なくとも最初にそ
(24) 
して直接に代表しようとし寸特殊な意図をもって取締役会に出席する個人」である， と。ここ
には，多くの企業が法外な利潤を無茶苦茶に追求することによって，故意に公共的なものを侵
害してきたのだ，という「反省J，が含まれているのであり，取締役のなかの10%を公益を代表
させるために任命すること，そして消費者保護や環境保護のような特定の分野において「明か
な義務違反」がある場合には，その分野のために「特殊利益」を代表する取締役を加えること，
という提案が， C. Stoneによって為されたのはそのような事情の反映なのであった。
Su1livan の名前は，南アフリカに立地するアメリカ企業の現地子会社の活動に特殊な倫理コードが
適用されその活動が規制されるようになるとともに，急速に知られるようになった。
(市民権運動のリーダーとして，フィラデルフィアの数千人の黒人たちが雇用の機会を与えられるこ
とをめざして「選抜的ボイコット」を指導した) Sullivanr が GM. に(アパルトへイトが多発してい
た〕アフリカから完全に撤去することをもとめたのが1971年である。だが彼は， 1975年に南アフリカの
黒人に依頼されたことを契機として，その方向を転じ，アメリカの会社がアパルトへイトを変革するよ
うに影響力を行使しはじめるようになった。そしてその結果， 1977年に，アメリカの12社が， Su1ivan 
の指導のもとに，南アフリカの子会社の行動を規制する倫理コードに調印することになり，その後，そ
(26) 
のような倫理コードに同意する会社の数が 140 社以上にもなった，と云われている。
この倫理コード (a code of corporote conducts) は企業内部のアバルトへイトをなくすことを目
的としたものであり，一般的には， Sullivan 原理と称せられている。その内容はつぎの 6 つの原理か
ら成っている。
(1)食事，娯楽，ロッカー，作業設備，を人種ごとに区別しないこと，
(2)すべての従業員に対して平等で公平な雇用管理をおこなうこと，
(3)同一時間内に等しい仕事をした従業員に対して等しく支払うこと，
(4)かなりの (substantial)数の黒人，有色人種，アジア人が管理職，監督職，事務職，技術職に就
けるように，教育訓練プログラムを作成し展開させること，
(5)黒人，有色人種，アジア人のマネジャーの数を増やすこと，
(6)住宅，乗り物，学校，レクレーション，健康施設，のような作業環境以外の従業員の生活の質を向
上させること。
(24) N. Bowie，。ρ. cit. , pp.79・100.
(25) A. コナード著河本一郎・木村秀一訳「公益代表取締役に関する考察J ， <神戸法学雑誌〉第28巻第
1 号 (1978年)， 81-82ページ。
(26) D. Parnell,“In Spite of the System: The Sullivan Principlesヘ in W.Hoffman et al. 
(eds) , Corporate Governance and Institutionalizing Ethics, D.C. Health and Company, 
1984, p. 122. 
(27) Ibid. , pp. 122・ 124.
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アパルトへイトは，いうまでもなく，モラル的に認められない行為である。だがこの Sullivan 基準
に対しては，アパルトヘイトを内部からなくすという点で有効であるとの評価だけでなく，それがアメ
(28) リカ企業の免罪符になってしまうとの批判もあり，いまなお議論が続いている。
この (Sul1ivan 原理を生みだした) I天使の仲介者」構想はたしかに支持されたが， 同時
にその具体的な制度としての公益代表取締役制には反対意見も数多くあす;公益代表取締役を
制度化する企業の数は思ったほど伸びなかった。反対理由のなかで、重要なものは，倫理問題へ
の制度的対応を 1 人の人間に集中させることによって，会社の他の人聞がそのことに無関心に
なってしまうのではないか，という疑念である。言葉を換えていえば，それは，会社の大多数
の人間のなかに， I倫理」は公益代表取締役にすべて委ねてもっぱら利潤追求というヨリ重要
な仕事に専念する， とし、う態度，が形成されるのではないか， との恐れ，である。もしそのよ
うな態度が生まれるならば，公益代表取締役を置くことの目的そのものが挫折してしまうこと
になる。公益代表取締役の存在が倫理問題への認識を高めるどころか逆にそのような認識を事
実上なくしてしまうのだ。このタイプの自主規制の限界はここに見出される。
会社は制度的な倫理的調整に向けて自らどのように動くべきなのか? アメリカ企業の倫理
コードをめぐ、って展開されてきた議論のなかから，我々は主要な方向を確認することがで、きた。
トップレベルの経営者，具体的には，優秀なスタッフに補佐された副社長に，倫理コードの意
味を適切に解釈しそれを遵守するパワーを与えるべきであ(芝という (Bowie の〉勧告，は
それを集約的にまとめたものである。このような発想は Bowie だけでなく Mathews にもみ
られる。だがこのような方向には大きな疑問が残る。それは，すでにみたように，企業レベル
の倫理問題は，個人に委ねることで解決できるのか，という疑問であり， ヨリ制度的な解決が
望ましいのではないか， という疑問である。
この意味で，本稿では， もう 1 つの方向に注目したい。それは(今日では倫理監査ないしは
モラル監査とも称せられることがある〉社会監査のあり方である。
倫理監査ないしはモラル監査は，すでに指摘したように，倫理の内部制度化メカニズムの重
要な部分を構成している。したがって，もし倫理の内部制度化がシステムとして(吟制度的
に〉再生産される可能性があると考えられるならば，我々が，その可能性をもとめて，この倫
理監査に注目するのは論理的に極めて当然のことであり，その役割はいくら重要視されても重
(28) R.De George , Business Ethics, pp. 419・423.
(29) たとえば， J.Steiner のつぎの反対意見は有名である。 (1)経営者が自己の経済的使命と反トラスト
的関心を混同してしまうこと， (2)倫理問題は正確に定義されえないために，倫理上の意思決定のため
の基準を展開させることが困難であること， (3)倫理アドバイザーの方法は経営管理テクニックに対立
すること， (4)倫理専門家がモラル標準とパワーをもっているならば，彼はピジネス組織に君臨してし
まうこと， (5)倫理問題に精通したアドパイザーは絶対的に不足していること。 (N.Bowie ， 0ρ. cit. , 
pp. 100-101.) 
(30) Ibid. , p.102. 
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要視されすぎることはないと思われる。ただそのような可能性の条件を探るまえに，倫理監査
とはなになのか，について整理しておくことが必要である。そして， この作業は，まず，現実
にいままで社会監査がどのようにおこなわれてきたのか，その実態を確認することから，はじ
めなければならなだろう。
社会監査は，最も包括的には， (伝統的な財務報告でカバーされていない)企業の社会ある
(31) 
いはそのセグメントに対する影響を特定し測定し評価 L報告しモニターする試みである，と定
義されてきた。 r伝統的な財務報告でカバーされていない，企業の社会あるいはそのセグメン
トに対する影響j がいわゆる(企業の社会的責任に対応する〕社会業績である。ただしその
ような社会業績の範囲をどこまで認めるかまたそれをいかに測定するのかについて実践のなか
から様々な方法が提起されてきたのであり，今日では，社会監査の代表的なアプローチと Lて，
いくつかの方法が確立され知られている。たとえば，
(1)目録アプローチ，
(2)プログラム・マネジメント・アプローチ，
(3)プロセス監査，
(4)コスト(経費〉アプローチ，
(5) コスト・ヴェネフィト・アプローチ，
(6)社会指標アプローチ，
がその代表的なものである。
このような(企業自らが自己の社会的責任の遂行状況=社会業績を測定・評価・情報化する
ためのテクニッグである〉社会監査の技法は，森本三男氏の評価によれば，いずれも試論の域
は出るものではなかった。そのために，技術的な不完全さを補う意味でも，とりあえず，正確
な情報の開示が広く要求きれてきたのである。だが，いかなる情報がし、かにして開示されるの
か一一これが実は問題になってくるのだ。
倫理の内部制度化の一環と Lての(倫理監査としての〉社会監査は，もちろん，いままでの
(31) R. Buchholz, Business Environ世net... ， p. 466. 
(32) Ibid. 
(33) 社会監査という考え方があらわれたのは， 1950年代であった。たとえば，それは， H. Bowen, 50-
cial Resρonsibilty of the Businessman (Harper & Row, 1953) のなかで展開され， 1958年には，
F. Blum によってその企業の人間問題への適用が検討された [F.Blum，“Social Audit of the Enｭ
terpriseヘ HB R 36 (March-April) , 1958.J。そして1970年代の後半には，いくつかの社会監査テ
クニックが発達しはじめたのだ。 1970年代の代表的な文献としては， R. Bauer& D. Fenn, The 
Coゆorate 50cial Audit, Prager, 1972 (邦訳あり〉や C.C. Abt, The 50cial Audit for Man. 
agement, AMACOM, 1977，などが有名である。 (D. E. McFar1 and, Management and 50ciey. 
An Institutional Framework. Prentice-Hall , 1982. PP.365-366.) 。具体的な方法の内容について
は， D. E.McFar1and, Management and 50ciety , pp. 365・367 や R. Buchholz, Ojう . cit. , pp. 
499・515を参照のこと。
(34) 森本三男著『経営学入門』同文館， S57年， 227ページ。
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経験のうえに展開されてきているわけであるが，我々は，両者が必ずしも同一で、はないことを
認識する必要がある。この点， R. DeGeorge は， r我々は企業に社会監査を，少なくとも慈
善と社会福祉を含む社会監査を課すべきで、はない。むしろモラル監査を課すべきなので、ぁむ
と明言している。彼によれば， 一部の人々が企業に引き受けてもらいたいと思っている社会的
義務のなかには，貧者の救済や都市中心部の再開発，麻薬売買との対決，慈善の付与，大学へ
の寄付，文化プログラムへの資金援助，などが含まれているが，これらは企業のモラル責任と
直接に関係がないのだ。それらは広い意味での社会監査のほかに含まれるかもしれないが，モ
ラル監査には，モラル原則から導きだされたまたモラル義務として列挙されうる社会監査部分
のみが含まれるべきなのである。
社会監査と倫理(モラノレ〉監査というタームが区別されて用いられる場合には，上述のこと
が意識されているのである。このことは，いかなる項目が監査の対象となるかが重要なことで
ある，ということを示している。これは，簡単に云えば，倫理コードとの関連の有無によって
社会監査と倫理監査の違いが生じる，ということである。本稿の文脈から云えば，社会監査と
倫理コードの関連，正確に云えば，社会監査が倫理コードとどのように結びつけられているか，
が決定的なことなのである。この点，先述の分析から判断するならば，いままでの社会監査技
法(アプローチ)には倫理コードとの関連が意識されていない(吟コードとの結びつきがみら
れなし、)，と結論せざるをえないのであり，あらためてつぎのことが云えるであろう。社会監査
それ自身はモラル監査としての意味をもちえないのであり，前者はそのままでは後者の代わり
となりえない， と。
倫理コードとの関連が見出される監査が「本来の意味での」倫理監査あるいは倫理監査とし
ての社会監査なのであり，それ以外の社会監査は倫理監査ではないのである。このことは，そ
のような「本来の」監査の確立によって企業において倫理が内部制度化される途が聞かれるこ
とになる，ということ，を意味している。この意味で，この相違は極めて重要な意味をもって
いる。
本稿では，コードの有効性を探るとし、う立場から監査を考えてきたために，このような結論に至った
が，異なる立場にたてば，別の監査形態もありうるであろう。
R. Reiddnbach & D. Rohin は倫理監査実現のためのフレームワークとしてつぎのような提案をし
(38) 
ている。それは，意思決定者がある決定をおこなう場合に，その特殊的行動がどのような結果を及ぼす
(35) R. DeGeorge, op. cit. , p.206. 
(36) Ibid. , pp. 205司207.
(37) たとえば， CEDは社会監査の対象となる会社の社会関連、活動を10の主要分野に整理し58項目を具
体的に挙げている(①経済の成長と効率化，②教育，③雇用・訓練，④市民権および機会の平等，⑤
都市開発， ⑥公害対策， ⑦自然保護とレクレーション， ③文化・芸術，⑨医療保険，⑩政府機関〉
(徳谷昌勇著『企業社会会計論』白桃書房，昭和54年， 267-270ページ参照〉が，そのままではモラ
ル監査の対象とならないものも多くある。
(38) Reidenbach & Robin, Ethics and ρrofits， p. 202. 
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かを倫理的に検討するためのものであり 2 つの倫理理論から詳細な項目が提示されている(表 2-2
参照)。
表 2-2 倫理監査のためのフレーム・ワーク
義務論的評価
1.影響をうけると考えられる関係者は誰か?
2. そのような関係者に対してし、かなる明示的なあるいは潜在的な義務をもつのか?
(a)真実を語ること
(b)情報開示，
(c)安全な製品の供与
(d)約束を守ること，
(e)平等の機会
(f)環境保護，など。
3. 我々の決定(行動)はそれら関係者への成文化された言明された義務に違反するのか?
4. 我々の決定(行動〕はそれら関係者への成文化されていない言明されていない義務に違反するの
カミワ
5. それら関係者への予想されるネガティブな結果はなにか?
功利主義的評価
1.誰が私の行動(決定〕によって影響をうけるのか?
2. 私の行動(決定〉によってし、かなるコストそしてヴェネフィットが生じるのか?
3. 影響をうける関係者はその行動(決定)によってポジティブな影響をうけるのかそれともネガテ
ィブなそれをうけるのか?
4. 私の決定(行動〉によってヨリ多くの人々は良くなるのか悪くなるのか?
5. 将来そのバランスは変化するのか?
6. そのような決定をおこなうあるいは行動をとる私の意図はないのか?
凶「正しし、」ことをするためだ。
(B)私自身のためだ。
(c)会社のためで、ある。
それでは，最近の事例(監査)は果してそのような結びつきを示しているのであろうか?
モラル監査は現実におこなわれているのであろうか? ここで，まず紹介するのは，世界で一
流の企業として認められることを目前年にめざした Diabco 社のモラル監査の事例で、ある;
Diabco 社では，企業および従業員が直面している倫理問題を充分に研究した後，企業外の
人々(もの〉に潜在的に害を及ぼすような状況を見きわめそしてそれを防ぐことを目的として，
1989年に，モラル監査委員会，が設置された。
委員会は，つぎのような構成のもとに 6 名で発足した。
1 )取締役会から 1 名(彼が委員長となる)，
(39) S. Ostapski & D. Pressley,“Moral Audit for Diabco Corporationヘ Journal o[ Busin・
ess Ethics, 1992 (11), pp. 71-80. 
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2) 取締役会の直接の指名によって外部から高次の倫理規準を有する 3 名のエキスパートが選
出される。 1 人はタスク志向の技術者であり，他の人は監査経験者である。 3 人目は従業員
と委員会の連絡係であり，人事管理に精通した人物がフルタイムで雇われた。
3) 会社の上級管理職から 2 名選出される。これは，彼らが倫理的に意思決定をおこなうよう
になることを目指した措置であった。
4) 任期は，フルタイムの 1 人を除いて 1 カ年である。
この委員会は，モラル監査をおこなうために，政府の様々な法律，消費者のリコール，人事
実践，環境保護設備，などを調査し，資料を作成したが，筆者が参照した文献から判断するか
ぎり，倫理コードとの結びつきは不明であり r本来の意味の」モラノレ監査は必す'しもおこな
われていないようである。
もう 1 つの事例は， Refuse Relief 社のモラノレ監査で、ある。この会社でも， Diabco 社と同
じような様式で，モラル監査委員会が組織され，監査が実施されている。Diabco 社の事例と
の違いは，この会社のモラル監査委員会が会社の倫理コードに明白に言及している点である。
このことは倫理コードとモラル監査の結ひ、つきが次第にアメリカ企業において実践されてきた
ことを示す 1 つの証拠であるが， これによってモラル監査が広く実践されているとはいえない
だろう。そのような判断を下すには， もう少し時聞がかかりそうである。
会社の倫理コードがそれに寄せられた期待通りに有効に機能するための条件はなになのか?
いままで述べてきたことからつぎのことが云えると思われる。ただしそれはいうまでもな
く，倫理コードには，単に企業に直接に不利益をもたらす行為(買収，わいろ〉を禁止する条
項だけでなく，たとえば，正義と公平の原則，ある行動によって人々がこうむる影響のすべて
を客観的に考慮するという原則，他の人々の諸権利を尊重するという原則，などのモラノレ原則，
がなんらかの形で言及されているということを前提にしたうえでの条件である。
倫理が企業において内部制度化されるためには，本来的に云えば(本稿の文脈で云えば，そ
のような内部制度化が 1 つのシステムとして機能するためには)，倫理コードにおいて表明され
たことがなんらかの形で監査のなかで対象となることが必要である。現実には，いままでの検
討からもわかるように，いまだそれは実現されていないが，倫理コードが単なる経営者の所信
表明におわらず有効に作用して企業のモラル・ステイタスが高まるためには，内部制度化の論
理として，倫理コードの内容がモラル監査のなかで、反映されその事項が監査の対象となること
一一これがまず必要なのである。これはモラル監査の形式的な確立を意味しよう。ただしこ
れはいわば必要条件で、あり，それだけでは不充分で、あり，真のモラノレ監査の確立には至らない
のである。
(40) S. Ostapski & C. Issacs,“Corporate Moral Responsibi1ity and the Moral Audit": Ch・
allenges for Relief Inc.ヘ Journal 01 Business Ethics, 1992 (11), pp. 231・239.
(41) このような倫理コードの性格および問題点については， De George，。ρ. cit. , pp.389-391 参照。
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我々は，倫理コードが形式的に確立したモラル監査を経て有効に機能しえる途をどこに見出
すことができるのか。これは， システムとしての内部制度化メカニズムの正常な再生産の可能
性はあるのか， という問題でもある。たしかに，倫理コードの内容が監査の対象になれば，そ
の可能性は聞けるがし、まだ不充分なのである。それが企業内部だけの監査にとどまるならば，
余り意味はないであろう。ここに社会監査と同じように(あるいは，それ以上に)，情報の開示
がなによりも必要になってくるのだ。すなわち，そのような可能性は，倫理コードの内容を監
査に反映させ(監査の対象として)，そしてそれを内外に公開してその結果を再びコードに反映
させることによって，生まれてくるかもしれないものなのである。
倫理コードがモラル監査を経て有効に機能するためには，言葉を換えれば，システムとして
の内部制度化メカニズムが「正常に」再生産しているためには，モラル監査が内外に聞かれた
存在になることも要求されるのである。これがいわば充分条件で、ある。聞かれたモラル監査に
よってはじめて企業の価値観は変革されうるのであり，企業は社会のなかで存続していくため
には一一社会のモラルを企業内に受け入れて一一独自の行動基準をつくりあげていく姿勢をと
らざるをえなくなるのである。これは，たとえば，つぎのように，公式化できる。
聞かれたそラル監査→マジメント価値からの脱却→倫理コードの内容の多様化→開かれたモ
ラル監査→企業構造の変革→倫理コードの内容の多様化……
このメカニズムの確立が真の意味での企業文化なのであり，現在のような(メセナやフイラン
ソロビーに代表される〉企業文化は，本来は，文化に値しないしろものである。
ただしこれは別の次元の問題をはらむことになる。なぜならば，企業がその倫理監査を自
ら自発的に公開することは， これまでの歴史を考えるならば，期待できないからである。とす
れば，いかにして倫理監査を公開させるのか? が問題になってくる。公開の「強制j 手段と
して，産業規模のコードを制定することになるのか，あるいは結局は政府規制に頼らざるをえ
なくなるのか，あるいは市民主体の企業業績評価システムの確立をめざすのか。いずれにして
もこれは個別企業のレベルを超える問題であるが，最後に，そのことに触れざるをえないであ
ろう。
3 自主規制の意義と限界
企業活動をモラル化できるという前提にたつならば，その方法として 2 つのことが考えられ
る。 (1)政府規制， (2)自主規制，がそれである。ただしモラル改革運動のなかで支配的な流れ
となってきたのは(2)であった。すなわち，そこにはつぎのような思想が流れていた。企業がモ
ラル・エージェント (moral agent) であるならば，企業は自主規制できるはずであり，本来
はその自主規制が核である。それ故に，政府規制に頼ることは企業が自らモラル・ェージェン
(42) 市場メカニズムにまかせることもモラル化の 1 つの方法である，と考えるならば，方法は 3 つにな
る。
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トであることを放棄したことになる， と。自主規制(吟倫理の内部制度化〉の形態として，倫
理コードに関心が集中してきたのはそのためであった。
しかしこの方向は，すで、に述べたごとく，その実現体制をめぐ、っていくつかの問題点をか
かえており，必ずしも有効で、ないことがあきらかになってきている。この点， L.Maidadtk
すでに(当初から?)悲観的である。彼によれば，自主規制は1980年代に入るとすでに後退L
然るべき成果をほとんどみせていないのである。それ故に， Mait1and は，経済活動の望まし
くない結果を規制するには，今後かなりの期間にわたって，結局は，政府規制に頼らざるをえ
ない，との見通しを述べている。
ただし，このことは自主規制が全く効果がなかったということを意味するものではなし、。 自主規制
(倫理コードの制定〉によって企業がいままでよりも倫理的価値に対応するようになったことは「事実」
として認めなければならないであろう。ただそのことを認めたとしても，自主規制が政府規制にとって
代わると考えることは，現在では， r事告に画いた餅J (pie-in -the -sky) といわざるをえない， とい
うのが「常識的な」観察結果なので、ある。
なぜ自主規制はいわば「頓挫」したので、あろうか? 自主規制論の基本的な問題点は，原理
的には;4fれが，企業の行動を市場の関数で、あると考えずにそれはマネジャーの価値観の関
数である，と考えたことにもとめられる。そしてそのような自主規制論の盲点、が「ゲームの理
論」的分析によって説明されることがある。たとえば， N. Bowie は，つぎのような「事例」
を挙げている。 Bowie が提示したケースは，公害防止装置を設置すべきかを，インランド鉄
鋼会社との関係のもとで，検討している，ベスレヘム鉄鋼会社の意思決定のプロセスであり，
これが周知の因人のジレンマの一変型として示されている。
表 3-1
ベスレヘム社
投資する|投資しない
インラント社|投資する
投資しない
0.07 , 0.07 
0.10, -0.03 
-0.03, 0.10 
0.04, 0.04 
表 3-1 はそれぞれの会社がそのための投資をした場合としなかった場合の利益を表示した
「特殊な」利得表である。この場合，利益は単に利潤だけでなく，大衆のgood wi11や政府規
制を回避することのポジティブな影響を意味している。
ベスレヘム社の経営者はどのような決定をおこなうか? Bowie の解釈に沿って考えてみ
(43) I. Maitland,“The Limits of Business Self-Regulationヘ in Hoffman & Moore , Business 
Ethics pp. 508-511. 
(44) R. Buchholz, Business Ethics, p. 137. 
(45) I. Maitland，。ρ. cit. , p. 511. 
(46) N. Bowie，。ρ. cit. , pp. 93-95. 
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ょう。インランド社が投資すると仮定する。この場合，ベスレヘム社は投資しない方が有利で
ある。つぎにインランド社が投資をしないと仮定する。この場合にも，ベスレへム社は投資を
しない方が有利である。このことは，ベスレへム社に，インランド社がなにをしようとも投資
をすべきではない，ということを教えている。同じことがインランド社にもあてはまる。した
がって 2 社の独立した意思決定を合わせると，両社とも投資をしないという状況が生じるこ
とになる。
このように，本来ならば，両社とも投資をする(モラル的行動をとる〉方が利益が大きくな
るにもかかわらず，結果的には，公害防止装置を導入しない(非モラル的行動をとる〉ことに
なってしまうのだ。何故か? この行動の根底には， (利己主義的行動を前提にした〉因人の
ジレンマゲームの立場から云えば，つぎのような発想がある。それは，一方が投資をすること
を選択すると，相手が投資をしないという選択をして，自分にとっては最悪の事情(逆に相手
にとっては最高の事態)が生じることを覚悟しなければならない，との発想であり，ここに，
因人のジレンマが生じ， ミニマックス戦略として双方が投資をしないという意思決定がおこな
われるのだ。いわゆる「共倒れの論理」であり，これが市場経済のもとでの自主規制の現実的
なあり方なのである。
このような立場にたてば，倫理の内部制度化にはそもそもはじめから克服できない限界があ
ることになる。すなわち，個々の企業がたとえ倫理コードを制定したとしても，そのコードは
それを守ることが競争上不利益になるために，決して「遵守」されることはないのだ。したが
って，ここに，倫理コードを個々の企業が独自に制定するかぎり，因人のジレンマは避けられ
ない(吟企業はモラル化されない)，との認識が生まれてくる，そして，その因人のジレンマを
避けるための 1 つの方法として(し、わば「強制」手段として)，産業規模のコードが注目されて
くるのだ。ただその「注目」の意味を分析するまえに，政府規制(特に，社会的規制〉の問題
点を再度簡単に整理しておくことが必要であろう。なぜならば，このことは同時に(政府を含
めた)個々の企業の枠を超えた存在の企業活動に対する規制のあり方の再検討を意味している
からである。
社会的規制がいくつかの間題点を露呈して1980年代に入って非難の対象となりその後規制緩
和の方向へと転回していったことは，すでにあきらかにしたように，今日では周知の「事実」
である。たとえば， (社会的規制への反対の立場を明確に打ちだしている) G. Steimer によ
れば，社会的規制は，基本的には，つぎのような問題点を抱えている。社会的規制のコストが
便益を上回っていること，そして過度な社会的規制が政府とビジネスの間の力のパランスをひ
っくり返し私企業の自由に干渉していること，がそれで、あり，そのために，企業(そして社会〉
(47) 鈴木光男編著『競争社会のゲーム理論』勤草書房， 1979年，第 5 章参照。
(48) 佐伯貯『きめ方の論理』東大出版会， 1980年， 191ページ。
(49) G. Steiner,“New Patterns in Goverment Regulation of Businessヘ pp. 518-523. 
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は社会的規制を認めがたいのである。
しかしながら他方で，現在おこなわれている社会的規制批判は根拠のないものでありグロ
テスク以外のなにものでもない，という見解もある。 S. Kelman によれば，そのような批判
は経済的規制と社会的規制の違いを認識していないために生じたものであり，社会的規制は企
業の自由を脅かさないしまたインフレを招くこともなく， したがって，歓迎すべきものなの
である。
Kelman は，社会的規制への批判の根拠として挙げられている 「規制のコスト」について，
次のような「新しし、」数字を示し反論している。 それは， アメリカビジネス研究所所長 M.
Weiderhaum の 1976年度の試算である。 Kelman によれば，その試算は， (1)連邦規制に従う
ために必要になったコストは623億ドルと計算されているが，そのうち42%に相当する260億ド
ルは経済的規制に関わるものであり，社会的規制との関連で生じたコストは約24%の 147 億ド
ルにすぎないこと， (2)また公表された数字は，節約分，すなわち，社会的規制がおこなわれな
い場合に生じるコスト(たとえば，汚染によって必要になったかもしれない医療費，作物への
ダメージ，など)，を反映していないのであり，このことを考慮すると，コストは更に低い数字
になること，を示している。すなわち，社会的規制のコストは常識で考えられているよりはは
るかに低額なのである。そして Kelman は社会的規制の特殊性についても触れている。人間
は，安全な製品，きれいな環境，人間らしい労働条件，への権利を有している。この権利はそ
れがたとえどれほど多くのコストを必要としても守られるべきであり， Kelman によれば，
社会的規制は，まさにその方向を志向している点で，意義があるのである。
自主規制論者の立場からいえば，あらためていうまでもなく， ビジネスへの政府規制は決し
て完全に否定されるものではない。それは相互補完的な存在として位置づけられるものである。
ただしそれらの相互補完「度」が必ずしもはっきりと明示される性質のものではないこと，
また，社会的規制をめぐり根強い意見の対立があり一ーたとえ(Kelman に代表されるように〉
社会的規制が再評価されその比重が高まることがありうるとしても一一ー今後もそれへの反発が
続くことが予想される(特に，規制の性格上，企業の強い反対が予想される〉こと，を考える
と，完全に政府規制に頼ることはできないのであり，ここに，ヨリ現実的な解決策が望まれて
くるのである。政府規制のオルタナティブとして，今日，産業規模のコードがあらためて提起
されてきたことはそのことを示している。
(50) S.Kelman,“Regulation That Worksヘ in Hoffman & Moore，。ρ. cit. , pp. 525-528. 
(51) Hoffman & Moore，。ρ. cit. , p. 431 
(52) たとえば，すでに紹介したように，一定のモラル判断が現実に為されるような謙造をつくりあげる
ことを法的に要求すべきだ，との Stone のよりラジカルな提案があるが， これまで、の政府規制への
反発を考えると，現実性が乏しい，と云わざるをえない。 (Bowie & Duska , 0ρ. cit. , p. 101.) 
(53) Hoffman & Moore，。ρ. cit. , p.430. 
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(一産業内のすべての企業の活動を規制しそのモラル化をめざした〉産業規模のコードが存
在ししかもそれが「正しく」遵守されるならば，個々の企業レベルにおいてもモラル行動が具
体化されることになろ史しかし，そのような産業規模コードは現実に有効に機能するのであ
ろうか? なぜならば，産業規模コードは，基本的には，その産業の公平な競争を前提とした
うえでの基準であり，その業界内の取引や競争を制限しではならないことになっているからで
ある。それ故に，再び，個々の企業行動のモラノレ化を具体化する「条件」が問題になってくる
であろう。事実，たとえば， Maitland は，経済界によって管理される一国経済規模の自主規
制を考えている。
だがここまでくると r賢明な管理」をもとめて，個々の企業の枠を越えた存在としての政
府の役割があらためて関われることになる。ただし，ここで要求される政府の規制(役割〉は
• いままでのそれとは異なるものである。言葉を換えていえば，この段階では， (企業に直接モ
ラル化をもとめた〉従来の社会的規制とは異なり，倫理コードをなんらかの形で有効に機能さ
せる(具体的には，聞かれた倫理監査を実現させる〉ために必要な，政府の規制，が問題にな
ってくると思われる。これはまさにオルタナティブの政府規制である。ただしこれだけが企
業の枠を越えた規制のあり方ではないであろう。
先述の「因人のジレンマ」から逃れる(モラル的観点からすれば) r本来の」方法は，お互
に信頼し自発的に「投資する」ことを選択することである。これは，言葉を換えて云えば，す
べての企業が(自分にしてほしくないことを他人にしない，という〉黄金律に従って行動する
ことであり r企業にも自らの行動に対するモラル責任がともなうこと」を前提として認める
ならば，当然要求されることなのである。だがこのような状況を現実にはっくりだせないとい
うことがいままさに問題になっているのだ。このような方向は，現在，自主規制は「絵に画い
た餅」であるとの現状認識からもわかるように，そのままでは極めて困難な課題なのであり事
実上不可能なのである。したがって，現実には，そこへの第一歩として一一本来の自主規制で
はない「自主」規制の実現をとりあえずめざして一一一自主規制を「強制」するメカニズムの構
築を展望することも必要になってくるのではないだろうか。前出の「オルタナティブの政府規
制」もその 1 つの方向である。だが，その他にも，個々の企業がモラルを高めていけばそれが
一定の「利益」として自己の企業にもどってくることを実感できるメカニズんあるいはその
逆として，個々の企業が非モラル的行動をとれば社会全体が損をする，したがって，自分の企
(54) Bowie，。ρ. cit. , p. 95. 
(55) DeGeorge, 0.ρ. cit. , p. 339. 
(56) Maitland，。ρ. cit. , p. 513. 
(57) たとえば，丸尾直美・熊谷彰短編著『質の経済学』同文館， 1980年， 73-75ページに，ジレンマか
ら逃れる方法が例示されている。
く58) DeGeorge, 0.ρ. cit. , p. 158. 
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業も損をすることを体得できるメカニズムの構築を展望しでもよいのではないだろうか。た
とえば，これは， ヨリ具体的には，市民を主体とした企業評価システムの確立の展望を意味し
ている。もっともいずれにしても，その具体的な展望(ないしモデ、ルイ七〉は本稿の範囲そして
筆者の能力を越える問題であるが・…..。
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